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研究成果の概要（和文）：中国の森林をめぐる権利関係を体系的に把握し、実務に益するための

学際的な研究の必要性が高まっているという事情を踏まえて、本研究は、中国の森林という自

然資源をめぐる権利関係（所有・利用・管理の主体、それに付随する義務・権限・便益の内実、

及び主体間の関係構造）の現状と特徴を、主に近現代における歴史的な発展経緯を手掛かりに、

法社会学的見地から理解することを目的とする。 
 
研究成果の概要（英文）：We should research the rights of forest in China systematically. This 
is becoming very academically important things. Further, to study this problem from a 
multidisciplinary perspective is needed in practice. The purpose of this research is to 
understand present situation and characteristics on the rights of forest, as natural 
resources, in China. Our research had two types; one is to understand the right subject, 
another is to elucidate the contents of obligation. We also elucidated the realities of 
environment and forest law enforcement and the dispute resolution mechanism around 
forest rights. Our research is based on historical acts and we always had a sociological 
perspective. Therefore, features of our research is the field survey. 
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１．研究開始当初の背景 

グローバル市場化や環境問題の深刻化が

進む今日において、巨大人口を抱え経済発展

に邁進する中国の森林が、どのように維持・

利用されていくかは、東アジア、地球規模で

の持続的発展という観点からも極めて重要

な位置づけにある。 

とりわけ、現在、既に森林を明確な二酸化
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炭素の吸収源と見なし、ポスト京都議定書の

枠組み作りが行われている地球温暖化問題

において、中国の動向は、自身の炭素削減義

務の設定という点においても、日本等からの

排出量取引や CDM の対象という点において

も注目が集まっていた。中国は、これまで二

酸化炭素の排出削減義務を負うことを拒否

してきたが、2007 年に入って態度を転換し

た。中国政府は、ポスト京都議定書の枠組み

に参加する意志を固め、その中で植林を重要

な政策課題として位置づけるようになった。

実際に、2007 年 9 月の APEC 首脳会合の特

別宣言において、「地球温暖化対策として

2020年までにAPEC域内の森林面積を 2000

万 ha 増加させる」という数値目標を設定さ

せたのは、中国のイニシアティブにほかなら

ない。中国はこれまで洪水対策・砂漠化対策

として熱心に植林を展開してきたので、年間

植林面積は世界最大である。中国は植林の進

展により年間１億トン近くの炭素を吸収し

ており、その吸収量は今後も増加するだろう。

森林吸収を活用すれば、中国はポスト京都で

排出削減義務を負うことも可能となると思

われた。日本としても中国の森林政策を支援

する中で、中国により積極的なポスト京都議

定書の枠組みへの参加を促すことが重要で

ある。 

また、国際的な地球環境問題への取り組み

等が、これまで安価な林産物の供給源であっ

た東南アジア・ロシア等の伐採規制を促しつ

つあり、中国おいても、域内の需要増に対応

しつつ持続的に森林を管理する必要性が高

まっていた。さらに、日本に限定すれば、森

林破壊と砂漠化の進展に伴う黄砂被害の拡

大や、林産物の輸出入増加に伴う企業進出や

国内産業弱体化の可能性といった点から、中

国の森林をめぐる動向が注目されていた。 

ところが、これらの問題への対応・解決を

図ることを目的として中国にアプローチし

た各方面の研究者は、一様に、大きな困難に

直面していた。それは、近代的所有概念の下

で土地の私有財産制を基軸に設定されてき

た森林の権利関係が、中国においては、地域

固有の権利認識が依然として根強いことと、

1950 年代以降、土地の社会主義公有制が実

施・維持されてきたことを受けて、極めて特

徴的な形で複雑化しているという現状の存

在の 2 点であった。特に、1980 年代から改

革・開放政策に転じて以降、中央政府は、基

層社会の森林経営を民間に委ね、林産物の生

産流通を市場化する方針を取るようになっ

た。しかし、林地を含めた土地の所有が、社

会主義公有制の原則上、「国家」及び「集団」

と呼ばれる基層社会単位に限定されている

ため、新たな経営主体となった農民・企業に

は、土地所有権ではなく、「林地使用権」、「林

木所有権」、或いは各種の「請負経営権」と

いった形で、森林利用の権利が付与されてい

る。さらに、2007 年の「物権法」の制定を

通じて大まかな概念整理はなされたものの、

この森林をめぐる複雑な権利関係は、中国の

森林経営に携わる内外の主体を依然として

困惑させている。例えば、基層社会における

権利紛争は深刻化しており、既存の専門調

査・研究においても、しばしば複雑化した権

利関係に対する誤解が内包されている。中国

が地球温暖化防止への国際的取り組みに貢

献していくにあたっても、実質的な活動とし

て国家・集団所有の土地における森林造成・

保護が大きなウエイトを占めるため、この特

徴的かつ複雑な権利関係が障害となる可能

性が極めて高かった。 
 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、中国の森林という自然資

源をめぐる権利関係（所有・利用・管理の主



 

 

体、それに付随する義務・権限・便益の内実、

及び主体間の関係構造）の現状と特徴を、主

に近現代における歴史的な発展経緯を踏ま

えて法社会学的見地から理解することであ

る。本研究には、研究代表者、研究分担者、

連携研究者及び研究協力者の持つ学際的な

バックグラウンドを生かして、森林という自

然資源の「権利関係」の解明に焦点を当て、

多面的かつ体系的な現地調査を行うことで、

中国における人間―自然関係の特徴と展望

を実践的に示すという特色がある。 

 当該権利関係の解明を通じて、中国におい

て、地球温暖化防止や、東アジアにおける森

林の持続的・効率的利用といった喫緊の課題

に取り組む際の根本的な視座が提供される

ことが期待される。同時に、浮き彫りになっ

た権利関係を、現在、整備されつつある中国

の法体系に照合して解釈することで、中国に

おいて各種の森林関連事業を展開する各主

体に対し、自らの有すべき権限と義務を明示

する。これらの結果、各方面における効果的

な活動が可能になるという意義を有する。 

 

 
３．研究の方法 
本研究においては、各研究者及び研究協力

者がこれまで構築してきた現地における人

的ネットワークを生かして、様々な自然生態

的・社会的特徴を有する中国各地から、典型

的な森林植生と社会構造を持つ数か所の定

点調査地を抽出し、それぞれプロジェクト・

チームを設けて現地調査に当たった。主な調

査内容は、①近現代を通じた森林をめぐる権

利関係の推移の把握（歴史・法律文書の発

掘・分析、識者へのヒアリング等）、②現状

における権利方面の政策の実施状況（政策担

当者へのヒアリング、権利紛争の解決状況調

査、土地登記簿の確認等）、③権利関係の政

策変化が各地の森林経営活動に与えた影響

（農民・林家・現地企業へのヒアリング、林

産物生産過程の変容分析等）である。最終的

には、各定点調査地の比較を通じて、それぞ

れの段階における特徴を浮き彫りにする。同

時に、中国においてこの方面に取り組んでい

る研究者との連携を図り、現地調査への同行、

共同研究会の開催等を通じて、上記の諸点に

ついての体系的・理論的な理解を深めた。 

 

 
４．研究成果 

現在の中国において、森林をめぐる権利関

係は、「林権」という言葉で公式に総括され

ている。ただし、時期や場所によっては、「森

林権属」などと表現されることもあり、山

岳・丘陵地帯等では、林地をめぐる諸権利を

「山権」、林木をめぐる諸権利を「林権」と

便宜的に呼び分け、双方を合わせて「山林権

属」等と呼ぶこともある。 

 林権は、通常、「森林・林木・林地の所有

者或いは使用者が、法に従って森林・林木・

林地に対して、占有、使用、収益、処分を行

う権利 」であると定義される。 

森林をめぐる権利関係として扱うのが適

当な諸権利は、当該土地（森林・林地）と林

木に特化した「林権」の定義よりも広い領域

に及んでいた。文献の中には、「林業産権」（林

業資産権）という用語で、林権よりも広義の

権利概念を総括しようとするものが存在し

た。それによれば、「林業産権の内実は、林

権に比べて広い」ものであり、「林権の客体

は、林地と林木のみに過ぎない」が、「林業

産権の客体は林業資産であり、林木・林地は

林業資産の一部分に過ぎない」とされる 。

すなわち、この「林業産権」には、森林経営

や林産物の生産・加工における知識・技術等

の知的所有権、生産設備の所有・利用権、更



 

 

には、環境権等という形で、森林の環境保

全・精神充足機能に伴う価値・便益を享受す

る権利等が含まれることになる。しかし、い

ずれにせよこれらの権利は、林産物を生みだ

す源であり、かつ環境の構成要素である森林

（林木）と、それが立脚する土地に付随する

ものである。これもあって、現代中国を通じ

て、森林をめぐる権利関係の議論の中心は、

常に、森林・林木・林地を対象とする「林権」

にあった。現在の中国においては、経済発展

に伴う木材需要が急増しつつある。特に、家

具やフローリング等の内装材、及び建設工程

に用いられる、人工林材を利用した木質ボー

ド生産が急速に伸び、一定の産業基盤が確立

されている。すなわち、人工林資源に対する

需要は大きい。各地に拠点を構える木材加工

企業は、原料となる木材の調達に苦心してお

り、安定的な供給体制の構築を望んでいる。

これらは、森林・林業経営の規模拡大と、人

工林造成―伐採のサイクルに基づく育成型

林業の確立に向けての好条件を提供してい

る。対して、現在の日本では、市場不況や住

宅着工数の減少に伴い、国産の人工林材需要

が伸び悩んでおり、個別の林家による森林・

林業経営へのインセンティブが生まれてい

ない。 

さらに、本研究では、法政策の実施主体（機

関等）の詳細についても明らかにすることが

できた。現在の中国では、各級の地方から基

層に至るまでの単位において、森林政策の実

施や林業技術の普及を担う組織・機関が比較

的充実している。例えば、各級地方の林業行

政機構、村民委員会、郷級の林業工作所、林

業科学研究所、国有林場・苗圃、林業学校、

森林公安等である。これらの存在は、農民世

帯の経営する林地に対して、適切な技術指導

や森林管理を行う上での大きなメリットと

なり得る。日本の場合、かつては集落による

共同利用の仕組みや、森林組合を通じた経

営・管理が行われ、地方の林業試験所や行政

体系も充実していた。しかし、輸入材の導入

が進み、国産材利用が低迷していくに連れて、

これらの組織・機関は弱体化しつつある。一

方、現在の中国における難点として挙げられ

るのは、過去における度重なる政治路線の転

換に伴い、森林をめぐる権利関係が短期的に

変更され、安定してこなかったことである。

この歴史的な背景を受けて、現在、権利関

係・経営形態の複雑化、主体間の権利の重複、

政策に対する住民の不信感が、基層社会に根

強く存在していることがわかった。同様に、

歴史的な要因によって、個別の農民世帯にお

いて、近代的な権利概念が浸透しておらず、

その権利の内実や運用方法についての知識

が少ないことも難点の一つである。この点に

関して、日本では「土地所有権」という形で、

個別の林家における森林の権利が長期的に

保障されてきた。このため、今日において、

彼らは自らの有する権利の内実を熟知して

おり、その運用についても色々な方策を講じ

つつある。総じて、現在の中国における林権

改革は、これらの問題への対処を迫られてお

り、経営規模の拡大に際しても、これらの問

題構造を踏まえた形での模索がなされてお

り、それらが法政策に如実に反映されている

ことを解明することができた。 
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